
平成24年度承認分フォローアップ用

Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度 平成28年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 ) 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 実績見込値

１． (A) 300 291 289 290 320 318 321 316 327 314 317 312 319 333 333

(1) 297 288 287 288 318 316 319 314 324 312 314 310 316 331 331

(2) (B)

(3) 3 3 2 2 2 2 2 2 3 2 3 2 3 2 2

２． 2 4 4 5 5 4 6 4 6 4 26 4 30 4 4

(1)

(2) 2 4 4 5 5 4 6 4 6 4 26 4 30 4 4

(C) 302 295 293 295 325 322 327 320 333 318 343 316 349 337 337

１． 216 211 228 211 253 238 247 240 298 241 281 242 269 305 305

(1) 40 40 38 38 37 42 38 42 37 42 41 42 39 50 50

23 23 22 22 21 20 21 20 21 20 21 20 21 24 24

3 3 3 3 4 4 5 4 5 4 5 4 5 5 5

14 14 13 13 12 18 12 18 11 18 15 18 13 21 21

(2) 84 78 96 81 83 62 77 62 129 62 89 62 80 74 74

26 28 28 29 25 26 26 26 30 26 35 26 35 27 27

13 12 11 12 14 12 16 12 16 12 12 12 13 13 13

45 38 57 40 44 24 35 24 83 24 42 24 32 34 34

(3) 92 93 94 92 133 134 132 136 132 137 151 138 150 181 181

２． 80 81 84 87 92 87 87 83 74 80 71 77 67 81 81

(1) 80 81 84 87 92 87 87 83 74 80 71 77 67 81 81

(2)

(D) 296 292 312 298 345 325 334 323 372 321 352 319 336 386 386

(C)-(D) (E) 6 3 -19 -3 -20 -3 -7 -3 -39 -3 -9 -3 13 -49 -49

(F) 23 2 1 1 1

(G) 2 2 1 1 5 24 6 8 1

(F)-(G) (H) -2 -2 -1 -1 18 -22 -5 -7

4 1 -20 -4 -2 -3 -29 -3 -44 -3 -16 -3 13 -49 -49

(I) 100 104 105 85 80 75 79 72 49 68 4 64 -11 16 16

(J) 390 391 319 387 236 156 191 166 186 157 166 133 137 91 91

39 38 42 43 35 18 35 19 36 18 35 15 33 10 10

(K) 29 50 17 100 27 31 32 31 26 31 199 31 209 31 31

26 46 11 93 20 26 25 26 19 26 22 26 15 26 26
( I )
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(L)
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(（N）/（P）×100)

そ の 他

支 出 計

そ の 他

減 価 償 却 費

そ の 他

収 入 計

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 費 用

職 員 給 与 費

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

退 職 手 当

そ の 他

経 常 損 益

特 別 利 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

支

出

基 本 給

う ち 未 収 金

流 動 負 債

特 別 損 失

特 別 損 益

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益
地方財政法による資金不足の比率 (（L）/（M）×100)
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健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額

地方財政法施行令第15条第１項により算定した資金の不足額

健全化法施行規則第６条に規定する解消可能資金不足額

健全化法施行令第17条により算定した事業の規模

健全化法第22条により算定した資金不足比率



平成24年度承認分フォローアップ用
（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度 平成28年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 ) 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 実績見込値

１． 240 385 387 458 158 157 83 37 52 18 52 39 52 52

２．

３． 4

４．

５．

６．

７．

８． 7 33 10 21 3

９．

(A) 240 392 420 468 21 158 160 83 41 52 18 52 39 52 52

(B)

(A)-(B) (C) 240 392 420 468 21 158 160 83 41 52 18 52 39 52 52

１． 350 438 470 482 109 60 60 83 16 52 18 52 39 52 52

２． 87 99 112 124 120 284 283 126 130 145 151 160 165 177 177

３．

４．

５．

(D) 437 537 582 606 229 344 343 209 146 197 169 212 204 229 229

 (D)-(C) (E) 197 145 162 138 208 186 183 126 105 145 151 160 165 177 177

１． 182 124 141 115 204 183 180 122 104 143 150 147 162 175 175

２． 11

３．

４． 15 21 21 23 4 3 3 4 1 2 1 2 3 2 2

(F) 197 145 162 138 208 186 183 126 105 145 151 160 165 177 177

(G)

(H) 2785 3071 3346 3680 3561 3435 3434 3392 3342 3299 3209 3191 3083 3479 2958

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度 平成28年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 ) 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 実績見込値
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平成24年度承認分フォローアップ用
（３）経営指標等

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） (決算見込 ) 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後
地方財政法による資金不足の比率 (％) (再掲)

料金回収率※ (％) 100 99 92 97 92 97 95 97 87 97 94 97 100 86

資本費 （円又は％） 75 79 81 81 102 101 101 101 94 101 104 100 93 114

総収支比率（法適用） (％) 101 100 94 99 99 99 92 99 88 99 96 99 104 87

経常収支比率（法適用） (％) 101 100 94 99 94 99 98 99 89 99 97 99 104 87

営業収支比率（法適用） (％) 138 138 127 138 126 133 130 131 110 130 113 129 119 109

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲)

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％)

うち基準内繰入金 (％)

うち基準外繰入金 (％)

(％)

うち基準内繰入金 (％)

うち基準外繰入金 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 地方財政法による資金不足の比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第15条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第16条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００（病院事業にあっては「営業収支比率」を「医業収支比率」と読み替えること。）

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記入すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入※／汚水処理費※×１００

※　各年度の「使用料収入」及び「汚水処理費」については、「地方公営企業決算状況調査」で報告された（又は報告すべき）数値により算出した、特別会計単位の率を記入すること。当該率は

　「Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果」の「２　年度別目標等」の「(4)　下水道事業」に記入される「使用料回収率」と一致するものであるので、留意すること。　

　３　上記指標のうち「資本費」は、要綱別表２に基づいて算出すること。

　４　上記指標のうち（再掲）と記してあるものは、「（１）収益的収支、資本的収支」において記入したものの再掲の意であり、当該表中から各年度に係る数値を転記すること。

(単位：％)

繰
入
金
比
率

収益的収入分

資本的収入分



平成24年度承認分フォローアップ用

（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　　①　料金設定の考え方、料金収入の見込み

　　　　　現在の料金設定の考え方（設定方法等）や、料金水準に対する考え方（類似団体等との比較）、今後の料金収入の見込みとその根拠（有収水量や利用者数の推移等）等について記入すること。

　　　②　他会計繰入金の見込み

　　　　　他会計からの負担金、補助金、出資等の対象、規模、推移等について、どのように条件設定したのか分かるよう記入すること。

　　　③　大規模投資の有無、資産売却等による収入の見込み

　　　　　大規模な建設改良事業の実施予定の有無、事業費規模や実施時期及びその際の財源等、また、資産の売却時期や額等について、内容がわかるように記入すること。

　　　④　その他収支見通し策定に当たって前提としたもの

　　　　　収支見通し策定に当たって設定した料金設定、他会計繰入金、大規模投資・資産売却以外の前提条件を設定している場合には、その内容を具体的に記入すること。

　　２　病院事業にあっては、「料金設定の考え方」については記入不要であること（「料金収入の見込み」については要記入のこと）。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み

２　他会計繰入金の見込み

○料金設定の考え方
料金算定期間をＨ２８～Ｈ３２年度の５年間と設定し、５年間は利益剰余金が保有できる範囲で改定した。（改定率１３％）

○今後の料金収入の見込み
Ｈ２８年度の供給単価を基本とし、有収水量を過去１０年間の実績値を元に推計計算した。

Ｈ２８年度より、料金改定率抑制のため、一般会計繰入金を１０年間受け入れ予定。

条件項目 収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）



平成24年度承認分フォローアップ用

Ⅳ　経営健全化に関する施策

Ⅱの課題番号

②

具　体　的　内　容

◇　福利厚生事業のあり方

○　給与のあり方

◇　給与構造の見直し、地域手
　当等のあり方

◇　技能労務職員に相当する職
　種に従事する職員等の給与の
　あり方

項　　　　目

１　経常経費の見直し

平成２８年度より簡水を上水に統合し、職員が旧簡水１名+上水６名の７名となったが、下水会計と兼務となった上水職員１名分
の人件費を、下水会計から支出することとした。よって給与支出対象職員は統合前の６人を維持した。

○　維持管理費等の縮減その他経営
　効率化に向けた取組

警備員による浄水場警備を機器類監視システム（無人化）へと変更し、委託料の削減を図る
（H23　4,308千円　Ｈ24　2,100千円　Ｈ25　1,000千円）

　　　1,999千円

○　指定管理者制度の活用等民間委
　託の推進やＰＦＩの活用

○　定員管理

◇　退職時特昇等退職手当のあ
　り方



平成24年度承認分フォローアップ用
Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき）

Ⅱの課題番号

①

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策かが明らかとなるよう、Ⅱに付し

　　　た課題番号を「Ⅱの課題番号」欄に記入すること。

　　２　今後行う経営改革の取組の内容について記載すること。なお、平成19年度から平成21年度までの間に公的資金補償金免除繰上償還措置の承認を受けている公営企業については、更なる

　　　経営改革の取組の内容が分かるように記載すること。ただし、新規に計画を策定する公営企業については、計画前５年間に取り組んできた経営改革に関する施策についても記入すること。

　　３　本表各項目に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善効果額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標」にその改善効果額を

　　　記入すること。なお、当該改善効果額が計画前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減等）については、当該改善効果額の算出方法も併せて各欄に記入

　　　すること。

　　４　繰越欠損金や不良債務、資金不足額等がない場合等、事業の経営状態が良好な場合又は必ずしも悪いとはいえない状態の場合であっても、事業経営を良好な状態に維持するため又は

　　　更なる経営効率化のために講じることとしている費用削減施策・収入確保施策等があれば、当該施策を記入すること。

　　５　必要に応じて行を追加して記入すること。

平成２８年度４月より簡易水道統合、及び料金改定(１３％)を実施
２　コスト等に見合った適正な料金水準
　への引上げ、売却可能資産の処分等に
　よる歳入の確保

具　体　的　内　容項　　　　目

○　料金水準が著しく低い団体にあ
　っては、コスト等に見合った適正
　な料金水準への引き上げに向けた
　取組

４　その他

○　経営健全化や財務状況に関する
　情報公開

３　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入



平成24年度承認分フォローアップ用
Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　　　なお、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）（以下、「財政健全化法」という。）に規定する「財政健全化計画」、「財政再生計画」又は「経営健全化計画」を定めていることから、地方財政法施行令附則第６条第３項の規定に

　　　より、これらの計画を「公営企業経営健全化計画」とみなす場合には、各計画における施策のうち、それぞれの各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　各項目への記入に当たっては、Ⅳに掲げた施策又は健全化法に基づく計画に掲げた方策をそのまま転記せず、ポイントを簡潔にまとめた形で記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

課　題

１　経常経費の見直し

２　経営効率化や料金適正化による繰越欠損金の解消等

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等

４　その他

取　組　み　及　び　目　標

人口減による料金収入の減少により経費の削減が必要となり、浄水場警備委託料の削減のほか、修繕費や動力費の削減にも努める。（課題②）

平成２８年度から簡易水道統合により経費の増加が見込まれるため、平成２８年４月に料金改定(１３％)を実施した。（課題①）



平成24年度承認分フォローアップ用

Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（１）水道事業【新規計画策定団体】
　　①　年度別目標 （単位：百万円、％）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度 平成28年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込） 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 実績見込値

2785 3071 3346 3680 3561 3435 3434 3392 3342 3299 3209 3191 3083 3479 2958

【収入の確保】

13

改善効果額（料金の適正化） 30 30 28 31 26 36 24 27 22 22 20 20 120 136

改善効果額

改善効果額（負担金の確保等）

改善効果額（収入増額）

改善効果額

【経費の削減】

改善効果額

改善効果額

改善効果額（適正化）

改善効果額（縮減額）

4 4 4 4 4 2 2 2 1 2 1 2 2 2 2

改善効果額 2 2 2 3 2 3 2 2 2 2 10 12

　注 　「課題」欄については、「１　主な課題と取組み及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 130 148

41 41

②　経営状況
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成24年度 平成25年度 平成25年度 平成26年度 平成26年度 平成27年度 平成27年度 平成28年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込） 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後
 給水人口　　　　　（千人） 20 20 19 19 19 19 19 19 19 19 19 18 18 20

 年間総有収水量　　（千㎥） 2287 2219 2205 2212 2205 2188 2162 2171 2197 2162 2132 2145 2141 2295

 公称施設能力　　（㎥／日） 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 12000 10500

 １日最大配水量　（㎥／日） 9320 8950 9360 10650 9210 9353 8482 9417 9190 9331 9520 9216 10136 9812

 最大稼働率　　　　（％） 78 75 78 89 77 79 71 78 77 78 79 77 84.5 93

 供給単価　　　　（円／㎥） 129.9 129.89 129.86 130.05 144.41 144.41 147.4 144.41 147.36 144.41 147.49 144.41 147.62 144.41

 給水原価　　　　（円／㎥） 129.59 131.74 141.42 134.71 156.52 148.84 154.73 148.64 169.25 149.04 157.61 148.72 148.15 168.19

③　簡易水道事業の統合に係る基本方針
　注　「統合計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論をとりまとめる時期」を具体的に記入すること。

簡易水道との統合については、平成２４年度に変更認可を行い、平成２５年度から２７年度まで施設整備事業を行い、平成２８年度に上水道との統合を行う。

計画前５年度
実績

未収金の徴収対策

　職員給与費（退職手当以外）

計画合計
（変更前）

改善効果額

料金改定率

職員給与費の適正化

資産の有効活用

その他（　　　　　　）

計画前５年間改善効果額　合計

課　題

一般会計負担金の額

目標又は実績

累積欠損金比率
企業債現在高

計画合計
（変更後）

工事コスト

維持管理費等

その他（　委託料　）

＜参考＞補償金免除額（旧資金運用部資金）

改善効果額　合計　Ａ

給与水準

その他（　　　　　）


